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＊東南ｱ航空、大手は長距離「米国便8割増」…ＬＣＣと消耗戦回避
東南ｱｼﾞｱで国を代表する航空大手が長距離路線を相次いで新設している。ﾌｲﾘﾋﾟﾝ航空とｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
航空がﾆｭｰﾖｰｸ直行便を就航。東南ｱｼﾞｱと米国を結ぶ直行便は8割増える。ｱｼﾞｱ域内では格安航
空会社（ＬＣＣ）との競争で防戦に回っており、機内食などｻｰﾋﾞｽの強みを生かせる長距離に力を入
れる。出稼ぎやﾋﾞｼﾞﾈｽで膨らむ旅客需要を狙う。
・東南ｱｼﾞｱではＬＣＣが急成長し、ﾏﾚｰｼｱのｴｱｱｼﾞｱなどが国内線で首位に立つ。
域内全体の国内線で6割を占め、国際線にも進出。ﾌｲﾘﾋﾟﾝのｾﾌﾞ・ｴｱは日本や中国、中東などに運
航し、ﾌｲﾘﾋﾟﾝ航空を追い上げる。

＊ﾐﾚﾆｱﾙ、成功の尺度はｶﾈ…広告代理店ﾌﾗｲｼｭﾏﾝ・ﾋﾗｰﾄﾞ・ﾀｲﾗﾝﾄﾞ実施
⦿　ﾀｲ・ﾐﾚﾆｱﾙ世代への調査で下記のような結果が出た。
・回答者の70%が一番の成功の尺度はお金。87%超が自分へのご褒美としてお金を使った後は気分
がいいと認めた。
・幸福とは何か＝この世代の67%が「健康なこと」「自分の時間がある」「人生を好きに送る自由があ
ること」と定義した。25～37歳の世代は成功と幸福を別と指摘。
・ﾐﾚﾆｱﾙ世代の独特さ＝「自分のﾆｰｽﾞを満たすﾓﾉとｻｰﾋﾞｽにお金を使うのを恐れない消費者である
一方、価格に真剣な目を向ける金銭感覚を持つ」。
・自己表現を重視する＝84%が自己表現にﾌｧｯｼｮﾝを使い、一般常識と異なる活動、音楽、衣服をい
つも熱心に探す。特定のﾌﾞﾗﾝﾄﾞにこだわらない。
＊中国、地方政府が企業買収…民業圧迫、高まる懸念
中国の地方政府が上場企業に出資し、経営権を取得する動きが相次いでいる。中国ﾒﾃﾞｨｱによる
と、今年に入りすでに約50社を超え、出資総額は300億元（約5000億円）に達した。政府が進める債
務削減や米中貿易戦争などで資金繰りが厳しい企業を救済する目的だが、政府のｺﾝﾄﾛｰﾙが強ま
り、一部ﾒﾃﾞｨｱは「政府や民間企業が上場民営企業を底値で買いあさっており、新しい『国進民退』
にほかならない」と批判する。

＊中国景況感　さらに悪化…「非輸出」企業に波及、10月は貿易戦争が響く
米国との貿易戦争の影響が中国の景況感に及び始めた。国家統計局の31日の発表によると、10月
の製造購買担当者景気指数（ＰＭＩ）は50.2と好不調の節目である50目前まで落ち込んだ。
・政府は11月1日から輸入関税を下げる一方、輸出時の税金還付を手厚くし、輸出企業の経営を支
える。

＊台湾成長率3%割れ…5四半期ぶり　7～9月、輸出鈍化
台湾の行政院（内閣）主計総処が31日に発表した2018年7～9月期の実質域内総生産（ＧＤＰ、速報
値）の伸び率は前年同期比2.28%と、5四半期ぶりに3%台を割り込んだ。米中貿易摩擦の影響で輸出
や民間消費の伸びが鈍化した。
・台湾の行政院は19年の年間ﾍﾞｰｽ成長率を2.55%と予測する。「ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権の対中追加関税は19
年に一段と厳しくなる」との見方。先行きの不透明感が増す。

＊巨大貿易圏　12月30日誕生…ＴＰＰ、加盟国拡大急ぐ
環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）参加11ヵ国の協定「ＴＰＰ11」が12月30日に発効し、ｱｼﾞｱ太平洋地域
に巨大な自由貿易圏が誕生する。11ヵ国は来年1月にも日本で閣僚級のTPP委員会を開き、参加国
拡大に動きだす。関心を寄せるﾀｲなどを念頭に2019年にも拡大実現をめざす。TPP拡大機運をﾃｺ
に米国に端を発する保護主義の広がりをけん制する。
・11ヵ国＝ﾒｷｼｺ、日本、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾆｭｰｼﾞﾗﾝﾄﾞ、ｶﾅﾀﾞ、ｵｰｽﾄﾗﾘｱが協定が発効。
　　　　　　　ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾁﾘ、ﾍﾟﾙｰ、ﾌﾞﾙﾈｲは国内手続き後、60日後加わる。
＊武田が一転増益…今期最終1%増　がん薬販売上振れ
武田薬品工業は31日、2018年3月期の連結純利益が前期比1%増の1895億円になりそうだと発表し
た。265減を見込んでいた従来予想から一転、増益となる。17年に特許切れした血液がん治療薬「ﾍﾞ
ﾙｹｲﾄﾞ」の販売が想定を上回る。主力の潰瘍性大腸炎・ｸﾛｰﾝ病治療薬「ｴﾝﾃｨﾋﾞｵ」など新薬群も伸
びる。
・武田は5月にｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ製薬大手ｼｬｲｱｰを買収することで合意した。統合新会社の「のれん」は4兆
～4兆4千億円、無形資産は6兆3千億～6兆７千億円を想定。 ｸﾘｽﾄﾌ・ｳｪﾊﾞｰ社長は「ｼｬｲｱｰの収益
力は高く、減損ﾘｽｸは低い」と強調。
＊いすゞ、営業益15%増…4～9月　東南ｱで販売好調
いすゞ自動車の2018年4～9月期連結営業利益は、前年同期比15%増の850億円程度になったよう
だ。主力市場の東南ｱｼﾞｱでﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟの販売が好調だった。売上高は1兆500億円程度と前年同期比
で7%ほど増えたようだ。けん引役になったのが海外事業で、ﾀｲやﾍﾞﾄﾅﾑ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで都市部を中心
に販売を伸ばした。東南ｱｼﾞｱは経済発展に伴い近距離かつ小規模の輸送需要が高まっており、い
すゞも小型ﾄﾗｯｸの販売が好調だ。
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＊ｴｰｻﾞｲ、増益幅が拡大…今期最終17%増　抗がん剤上振れ
ｴｰｻﾞｲは１日、2019年3月期の連結純利益が前期比17%増の605億円になりそうだと発表した。従来
予想から増幅はばが拡大する。主力の抗がん剤「ﾚﾝﾋﾞﾏ」の販売が想定を上回る。ﾚﾝﾋﾞﾏは幹細胞
がんへの適応拡大を追い風となった。中国では認知症薬「ｱﾘｾﾌﾟﾄ」などが伸びている。
・4月の薬価改定による約93億円の減収の影響を吸収した。

＊住友商事と双日、最高益…4～9月最終、10年ぶり
住友商事と双日が1日発表した2018年4～9月期連結決算はともに純利益が10年ぶりに過去最高を
更新した。価格高騰を背景に石炭や非鉄金属など資源分野の収益が拡大。ｲﾝﾌﾗや鉄道など非資
源も伸び双日は19年3月期予想を上方修正した。
・住商の純利益は前年同期比15%増の1793億円。資源以外ではｱｼﾞｱの電力設備建設などｲﾝﾌﾗ、石
油をくみ上げる北米のﾊﾟｲﾌﾟ用鋼管などが伸びた。19年3月期の純利益は前期比4%増の2300憶円。
「貿易摩擦がどう収束するか分からず不透明感が強い」と高畑恒一最高財務責任者が予想を据え
置いた。
・双日の純利益は371憶円と36%増。石炭、鉄道など交通関連、たばこなど生活産業が好調。19年3
月期は23%増の700億円と予想。

＊ﾏﾚｰｼｱ財政赤字拡大…予算案　海外業者にﾃﾞｼﾞﾀﾙ課税
ﾏﾚｰｼｱのﾏﾊﾃｨｰﾙ政権は２日、2019年予算案を公表した。ﾅｼﾞﾌﾞ前政権の負の遺産の処理で歳出が
膨らむ一方、選挙公約の柱だった消費税の廃止に伴う代替財源を十分に確保できず、財政赤字の
対国内総生産（GDP）比は3､4%と、17年の3%から悪化する見通し。政権交代後の6月に消費税を廃
止したことで、安定財源が縮小。9月に代替財源として売上・ｻｰﾋﾞｽ税を導入したが、穴埋めには至
らない。代わりに頼るのが、国営石油会社ﾍﾟﾄﾛﾅｽの特別配当だ。石油関連収入への依存度は3割
ある。
・財政再建策の一環として20年1月から海外業者が提供するﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｰﾋﾞｽに課税する方針を明らか
にした。

＊東南ｱｼﾞｱの中央銀「金融安定へ先手」…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（域内で通貨協力）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ﾀｲ（7年ぶり利上げも）
東南ｱｼﾞｱの中央銀行が自国の経済や金融・通貨市場の安定を確保するため、防戦を強いられてい
る。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ中銀はｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの中銀と通貨急落時に通貨を融通し合う協定締結で合意。不動産市
場が過熱するﾀｲの中銀は７年ぶりの利上げを視野に入れ始めた。米国の利上げ継続などで域内経
済は不透明感が増しており、神経質な金融政策の運営を迫られる。
・国際通貨基金（IMF)への支援要請に追い込まれたｱﾙｾﾞﾝﾁﾝやﾊﾟｷｽﾀﾝのように、東南ｱｼﾞｱは経済
が危機的な状況に陥っているわけではない。

＊米、対中赤字8.8%拡大…9月　制裁関税前　駆け込み増
米商務省が2日発表した9月の貿易統計によると、対中国の貿易赤字は374億4500万㌦（約4兆2千
億円）と前月比8.8%拡大した。輸入が7.8%増えた。ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権は9月下旬、中国製品に第3弾となる
制裁関税を発動しており、駆け込み需要が膨らんだ影響とみられる。
・米政権は9月24日から消費財など計2千億㌦分の中国製品に10%の関税を上乗せした。堅調な米
国の個人消費に加えて、追加関税を避けるための中国からの駆け込み輸入が全体を押し上げた。
品目は繊維、ｽﾎﾟｰﾂ、家電、家具など。
・輸出は石油製品など産業資材や資本財がけん引し、4ヵ月ぶりにﾌﾟﾗｽに転じた。　ただ米国の主力
輸出農産物である大豆が3割落ち込む。

＊成長市場、世界3位へ…20年にも日本抜く公算
経済成長が続くｲﾝﾄﾞでは新車販売台数が2017年に401万台と、ﾄﾞｲﾂを抜いて世界4位に浮上。ｲﾝﾄﾞ
の人口は世界2位の約13億４千万人で若年層が多く、所得水準も急速に高まっている。１７年の新
車販売は過去最高を更新、この１０年間で２倍になった。市場も年率１割近い成長が続き、２０年に
も日本を抜き、中国、米国に次ぐ世界３位の規模に育つとの予測もある。
・足元では拡大のﾍﾟｰｽが鈍っている。原油高による燃料費の上昇、自動車保険の加入期間が１年
間から３年間に変更されたため。

＊ＥＶ充電場設置で合意…ﾋﾞﾝとﾍﾟﾄﾛﾍﾞﾄﾅﾑ　２万ヵ所整備
自動車製造に参入したﾍﾞﾄﾅﾑの不動産最大手、ﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟはﾍﾞﾄﾅﾑ国営石油会社、ﾍﾟﾄﾛﾍﾞﾄﾅﾑとＥＶ
の充電ｽﾃｰｼｮﾝの設置で合意した。ﾍﾟﾃﾞﾛﾍﾞﾄﾅﾑ傘下企業が持つ給油所で2020年までに２万ヵ所の
充電ｽﾃｰｼｮﾝを整備する。ﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟは１７年にﾍﾞﾄﾅﾑ初の国産ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ車を生産する意向を表明。１９
年にはＳＵＶなど投入し、ＥＶの生産・販売方針も打ち出している。

＊ﾀﾀ自「脱・低価格」で復調…連結赤字でも成長の芽
ｲﾝﾄﾞ自動車大手、ﾀﾀ自動車の国内事業が復調してきた。低価格路線から大きめの車種への切り替
えに成功。2018年4～9月期単独決算は上半期として6年ぶりに最終黒字転換した。これまで利益を
けん引してきた傘下の英高級車ｼﾞｬｶﾞｰ・ﾗﾝﾄﾞﾛｰﾊﾞｰ（JLR)が不振で、連結ﾍﾞｰｽでは赤字となったが、
市場拡大が続くお膝元のｲﾝﾄﾞの復調は今後の成長につながりそうだ。
・09年に超低価格車「ﾅﾉ」を発売したが、豊かになってきたｲﾝﾄﾞ消費者のﾆｰｽﾞに合わなかった。そこ
で数年前から低価格戦略を転換し、中間層以上向けの商品に力を入れた。JLRから開発力を得、ﾃﾞ
ｻﾞｲﾝなど改善。SUVに人気。
・JLRは経済成長の減速で高級車の購入をためらうのが原因。中国16.7%減。
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＊商社、6社が最高益…4～9月最終　資源高追い風
総合商社7社の2018年4～9月期連結決算が2日出そろった。貿易摩擦が懸念されたが、蓋を開けて
みれば三井物産を除く6社の純利益が過去最高だった。原油や石炭など資源価格の上昇の恩恵に
加え、自動車や化学品など非資源分野の収益も拡大。資源と非資源の「両輪」が収益をけん引する
構図が鮮明で、19年3月期通期では全社が最高益を更新する見通しだ。
⦿商社7社の上期純利益（前年同期比増減率）・通期純利益見通し（同）
・三菱商　上期3093（22%増）通期6400（14%増）、伊藤忠　2580（6）5000（25）、
　三井物　2228（▲6）4500（8）、住友商　1793（15）3200（4）、丸紅　1519（45）
　2300（9）、豊田通　786（7）1400（8)、双日　371（36）700（23）

＊米鉄鋼　危うい関税頼み…価格上昇で業績急回復
米鉄鋼大手の業績が急回復している。ＵＳｽﾁｰﾙなど4社の純利益は2018年7～9月期に合計14億
㌦（約1600億円）と前年同期の2.5倍に膨らんだ。ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権による鉄鋼関税で米国の相場が回復
し、利益率が改善した。各社は増産に乗り出すが、鉄鋼価格の高止まりにより米製造業が競争力を
失い、鉄鋼業界にも跳ね返ってくるﾘｽｸがある。
・世界市場、鉄余りの恐れ「貿易戦争　長期化で」＝米国の関税引き上げの影響は世界に及ぶ可能
性がある。米国に向かう鋼材が余れば需給が緩むことになる。世界鉄鋼協会は19年の世界需要の
伸びを1.45%増と、3.9%増見込む18年に比べ鈍化すると予測する。今のところ、中国製の鋼材が米国
に影響を与えていない。

＊ﾎﾝﾀﾞ、中国で9ヵ月ぶり増…10月新車販売、ﾄﾖﾀは19%増
ﾎﾝﾀﾞは2日、中国での10月の新車販売台数が前年同月比3.1%増の13万8千台だったと発表した。前
年実績を上回るのは9ヵ月ぶり。小型のＳＵＶが好調で主力車種の不振を補った。ﾄﾖﾀ自動車も同
日、19.5%増だった。中国全体の新車需要は減少傾向だが、日系大手2社ともにﾌﾟﾗｽを確保した。
・ﾎﾝﾀﾞは小型SUV「XR-V」の販売が97.3%増の1万８千台。
・ﾄﾖﾀはｾﾀﾞﾝ「ｶﾑﾘ」が2.8倍の13万４千台と好調。ﾚｸｻｽは18%増の1万４千台。

＊日本企業、東南ｱｼﾞｱに傾注…大国の成長　逃す危険も
日本企業が東南ｱｼﾞｱに重点を置く姿勢が鮮明になる。海外駐在員の配置数や対外投資額は５年
間で中国向けを逆転した。中国の人件費高騰を受けた製造業の移転や、内需に期待する消費財企
業の東南ｱｼﾞｱ進出が相次ぐ。米中貿易戦争の影響で輸出拠点を移すｹｰｽも増えているが、東南ｱ
ｼﾞｱの人件費高騰や通貨安など地域集中にはﾘｽｸも伴う。東南ｱｼﾞｱの経済規模は中国の２割程
度。中国からのﾋﾄとｶﾈの移転は、世界第２の経済大国である中国の成長をとりこぼす懸念もある。
・市場規模では差＝東南ｱｼﾞｱは軍部のｸｰﾃﾞﾀｰがたびたび起こるﾀｲなどの政治ﾘｽｸ、通貨安に伴う
投資収益の減少などの為替ﾘｽｸもある。
・ASEANの駐在員は１７年１２年比で32%増の8万3千人、中国は16%減の7万人、ﾀｲが12年比で3万3
千人(33%増）、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ1万3千人（28)、ﾍﾞﾄﾅﾑ9900人（59）、ﾏﾚｰｼｱ9600人（22）、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ9300人
（37）
　

＊中国企業　伸び鈍化…7～9増益率7%どまり
中国企業の業績が急減速している。上場約3500社の2018年7～9月期は純利益が前年同期比7%増
と、4～6月期の23%増から大きく鈍化した。貿易摩擦の影響を受けた製造業が設備投資を抑え、日
本を含む関連企業の収益に下押し圧力をかけ始めた。対米摩擦の影響を直接受けたﾒｰｶｰや海運
に加え、元安で費用が膨らむ航空、消費伸び悩みが打撃の自動車やｽｰﾊﾟｰの悪化が顕著。貿易戦
争の影響がでる冬以降、企業業績は一段と鈍化する懸念がある。

＊米１強　ひずむ市場…IT急伸、ﾄﾞﾙ・株高
2016年の米大統領選からほぼ2年が経過した。この間、金融市場では米国株高・中国株安、ﾄﾞﾙ独
歩高が進んだ一方、米国の財政悪化、中国との対立激化などへの警戒感も強まる。
・世界的にﾎﾟﾋﾟｭﾘｽﾞﾑが台頭し、「政治が市場を動かすようになった」（みずほ総合研究所の長谷川
克之市場調査部長）という問題も根が深い。過去2年で様々なひずみが目立つようになり、世界の市
場は荒れやすくなっている。
⦿中国の主な下げ銘柄（%）
　　　　　　　　　　　　　　　  業種　　　2年前比　　9月末比
　　　杭州銀行　　　　　　　金融　　　　▲70　　　　　　　2
　　　分衆伝媒信息技術　広告　　　　▲64　　　　　▲27
　　　華東医薬　　　　　　　医薬　　　　▲51　　　　　▲13
　　　万達電影　　　　　　　映画館運営　▲50　　　　　　0
　　　国信証券　　　　　　　証券　　　　▲50　　　　　　　6
　　　韻達控肢　　　　　　　物流　　　　▲44　　　　　 ▲5
　　　酵素銀行　　　　　　　金融　　　　▲38　　　　　　　0



2018/11/6 東南ｱｼﾞｱ

2018/11/6 経済

2018/11/6 指導部

2018/11/6 東南ｱｼﾞｱ

2018/11/7 経済

2018/11/7 東南ｱｼﾞｱ

2018/11/7 医薬 ＊ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防薬　１ヵ月で…田辺三菱、米で申請へ「ﾀﾊﾞｺ葉活用」
感染症を予防するﾜｸﾁﾝの製造に約60年ぶりの技術革新が起きようとしている。田辺三菱製薬は早
ければ2018年度内に、ﾀﾊﾞｺの葉を使って世界最速の1ヵ月で製造するｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞﾜｸﾁﾝの承認を米
国で申請する。従来の6分の1の製造ｽﾋﾟｰﾄﾞだ。
ﾜｸﾁﾝは欧米の大手4強が9割近いｼｪｱを占める寡占市場、独自技術で切り崩す。
・ﾜｸﾁﾝのｽﾋﾟｰﾄﾞ生産は、武田はｻﾙの腎細胞を利用、化血研はｱﾋﾙの細胞、
　北里第一三共はイヌの細胞を利用した技術で開発。製造期間は3～6ヵ月で
　量産やｺｽﾄ面の課題が残る。

＊日産、10月中国新車販売台5.5%減
日産自動車は5日、中国での10月新車販売台数が前年同月比5.5%減の14万2千台だったと発表し
た。前年実績を下回るのは2ヵ月連続で、9月の0.8%減に比べ下げ幅は広がった。中国新車需要の
減少傾向が続くなか、ｾﾀﾞﾝなど一部車種の売れ行きが落ち込んだ。

＊東南ア経済　変調の兆し…10月の景況感悪化　貿易戦争で試練
年5%前後の安定成長が続いてきた東南ｱｼﾞｱ経済に変調の兆しが表れている。
⦿ASEANの国で景況感が悪化（数字は地域別の製造業PMI、5月と10月を比較)
　〇　ASEAN　5月　51.4　➡　10月　49.8
　　・ﾀｲ　51.1➡48.9（輸出が9月に19ヵ月ぶり減、ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ観光も減速）
　　・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　52.8➡43.3 (貿易戦争の影響が顕在化、製造業の成長鈍る）
　　・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　51.7➡50.5（小売業売上が鈍化、通貨安による価格上昇が冷水）
　　・ﾐｬﾝﾏｰ　52.6➡48.0（通貨下落で輸入品頼みの経済に打撃）
　　・ﾍﾞﾄﾅﾑ　53.9➡53.9（中国からの有力な生産移転先として強気ﾑｰﾄﾞ続く)
　　・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ　53.7➡54.0（ｲﾝﾌﾗ関連は好調も、食品や燃料の値上りが消費に影）

＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ銀行　中華圏攻略で大幅増益
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの大手銀行3行が５日までに発表した2018年7～9月期決算は、いずれも純利益が前年同
期比で2ｹﾀ増益となった。香港や中華圏の成長が業績を押し上げた。米中貿易戦争の影響が顕在
化すれば、成長ｽﾋﾟｰﾄﾞが鈍る可能性がある。
・香港とﾏｶｵ、中国広東省珠海市を結ぶ政界最長の海上橋が10月に開通し、香港と広州を結ぶ高
速鉄道も9月に全線開業するなど、中華圏は巨大経済圏としての一体化が進みつつある。
・「中国経済は多少減速するかもしれないが、消費の増加や中間層の台頭で、依然成長機会は大き
い」DBSのﾋﾟﾕｼｭ･ｸﾞﾌﾟﾀCEOが指摘。
・アジアでは中国本土や香港の影響がより大きくなるとの見方を示した。

＊習主席　「15年で輸入40兆㌦」…中国、米にらみ購買力誇示
⦿習近平は市場開放策を訴えた
　◦　15年間でﾓﾉ30兆㌦・ｻｰﾋﾞｽ10兆㌦を輸入
　◦　関税をさらに下げ、税関手続きを簡素化、国境をまたぐ電子商取引を拡大
　◦　医療・教育で外資の出資制限緩和
　◦　中EUの投資協定、日中韓FTAの交渉加速
　◦　知的財産権の審査効率化、知財侵害には懲罰的な罰金
　◦　上海証券取引所にﾊｲﾃｸ・ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の専用市場を創設
習氏は次のように批判する「弱肉強食、勝者総取りは狭まるだけ行き止まりの道」

＊半導体　中国自主開発急ぐ…対米摩擦で調達不安
中国のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・家電大手が相次いで半導体事業に参入する。百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）はAI向けの開発を進
め、珠海格力電器はｴｱｺﾝ向けを内製化する。米国とのﾊｲﾃｸ摩擦により、中国企業では先端機器に
不可欠な半導体確保への不安が高まっている。習近平国家主席が技術の海外依存を減らす「自力
更生」の方針を掲げており、中国企業は自前で開発する動きを加速する。
・製造装置も欧米頼み「自給目標70%」壁高く」・・中国は世界最大の半導体市場で中国ﾒﾃﾞｨｱによる
と金額ﾍﾞｰｽで全世界の4割を占める。ただ、自給率は1割台とみられ、17年の輸入額は石油を上回
る2600億㌦（約29兆円）に達した。
　半導体のうち汎用のﾒﾓﾘｰは韓国ｻﾑｽﾝ電子や米ﾏｲｸﾛﾝ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰなど先進国大手が押さえる。

＊東南ア新車販売が減速…9月3%増　ﾏﾚｰｼｱ新税反動
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の9月の新車販売台数は前年同月比3%増の約28万台だった。10%以上の増加
となった7月、8月に比べて減速した。
8月まで新税導入前の駆け込み需要に沸いたﾏﾚｰｼｱは一転、24%減と大きく落ち込んだ。ﾀｲなどか
ら輸入車の供給が本格再開したﾍﾞﾄﾅﾑは8ヵ月ぶりの２ｹﾀ増となり、明暗がくっきり分かれた。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは6%増の約9万3千台、ﾀｲは14%増の約8万9千台（13か月連続2桁増）



2018/11/8 東南ｱｼﾞｱ

2018/11/9 東南ｱｼﾞｱ

2018/11/9 経済

2018/11/9 経済

2018/11/9 経済

2018/11/13 企業S

2018/11/13 経済

＊ﾐｬﾝﾏｰ輸送網　日中競う…中国・CITIC、港湾建設「南北を結ぶ鉄道改修」
ﾐｬﾝﾏｰ政府は8日、中国が主導するｲﾝﾄﾞ洋沿岸ﾁｬｵﾋﾟｭｰでの港湾建設計画について、中国国有企
業などとの基本合意書に調印した。中国の広域経済圏「一帯一路」の一環で、内陸部とｲﾝﾄﾞ洋を結
ぶ拠点となる。日本は南北の二大都市圏を結ぶ鉄道改修を支援し、11日に着工する。ｲﾝﾌﾗ整備を
巡る日中の競争が加速しそうだ。
・中国がﾐｬﾝﾏｰを横断するﾙｰﾄを構築するのに対し、日本が支援するのは最大都市ﾔﾝｺﾞﾝを起点に
第2の都市ﾏﾝﾀﾞﾚｰまでを結ぶ縦のﾙｰﾄだ。
・日本の支援はﾔﾝｺﾞﾝ都市開発、運輸、電力が3つの柱。
＊中国、対米輸出13%増…10月　伸び率鈍化も底堅く
中国税関総署が8日貿易統計によると、米国向けの輸出は前年同月比13%増の427億㌦（約4兆8千
億円）だった。伸び率は9月（14%増）からやや鈍化したが底堅い。米国からの輸入は同2%減の109億
㌦と2ヵ月連続で前年同月の水準を下回った。貿易収支は317億㌦の黒字。黒字額は前年同月より
19%増えた。
・米国向け輸出は4月から7ヵ月連続で前年同月を上回った。米国からの輸入は減少傾向が鮮明。
関税上げもあり、米国製品の輸入を敬遠している可能性あり。

＊ﾍﾞﾄｼﾞｪｯﾄｴｱ　国際路線を拡大…北米、日航と共同運航も
ﾍﾞﾄﾅﾑの格安航空会社(LCC)ﾍﾞﾄｼﾞｪｯﾄｴｱの存在感が増している。提携する日本航空などと協力し経
済成長で急増する東南ｱｼﾞｱ域外への需要を取り込み国際線を拡大する。8日にﾊﾉｲー国際空港便
を就航させ日本線に参入。今後、北米での共同運航やｲﾝﾄﾞなどの就航も検討する。世界最低水準
の運航ｺｽﾄとｻｰﾋﾞｽのﾊﾞﾗﾝｽの良さが武器。東南ｱｼﾞｱの航空会社で時価総額はｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ航空に続
き第2位に浮上した成長株。
・「急増するﾍﾞﾄﾅﾑ発着のﾋﾞｼﾞﾈｽや旅行需要を取り組みたい」「日本に行く留学生や技能実習生が増
え、需要が見込める」とｸﾞｴﾝ・ﾃｨ・ﾀｵCEO.。
・ﾍﾞﾄｼﾞｪｯﾄｴｱが勢いづく背景にはTPPの発効が迫るほか、韓国ｻﾑｽﾝ電子など外資誘致に成功し、
高い経済成長を遂げている。

＊東南ｱ、高級ﾏﾝｼｮﾝ熱…日本勢、開発相次ぐ「ﾊﾞﾝｺｸは過剰感」
日本大手不動産・住宅ﾒｰｶｰや商社が東南ｱｼﾞｱで高級分譲ﾏﾝｼｮﾝの開発を加速している。日系全
体で過去5年間に3万戸強を供給したが、今後約5年間で2倍強の約8万戸を供給する計画だ。経済
が好調でﾏﾝｼｮﾝの購入熱が高まっているほか、日本で培った設計ﾉｳﾊｳや仕様が、日本と体格が似
る東南ｱｼﾞｱで生かしやすいのもﾒﾘｯﾄだ。富裕層を中心に「6億人市場」の旺盛な需要を一段と取組
む。
・ﾌｲﾘﾋﾟﾝのﾏﾆﾗの新興住宅街ー「中間所得層が増え、ﾏﾆﾗは供給より需要が強い水回りの使い勝手
など日本の高品質が非常に受け入れられてる」「即日完売が続き、この勢いは日本ではまずない」と
大和ﾊｳｽの西岡直樹上席執行役員。
・経済好調なｲﾝﾄﾞﾈｼｱでも案件が目白押し。「日本企業に対し、協業の提案が多い」（三菱地所）。
「日本仕様が応用しやすい」（三井不動産）。
・中国人の投資目的のｹｰｽが多い。「投資ﾏﾈｰの先行きには十分配慮が必要」

＊資生堂、営業益44%増…1～9月最高　中国人向け販売好調
資生堂が利益を着実に積み上げている。8日発表した2018年1～9月期連結決算は、売上高10%増
の8057億円、損益は640億円の黒字だった。市場が懸念していた中国人向けの販売は好調が続い
ていることが確認された。通期業績の修正は見送ったものの、大幅な上振れはほぼ確実な状況に
なっている。

＊ﾚﾉﾎﾞが21%増益…7～9月、北米販売伸びる「ﾊﾟｿｺﾝ出荷首位奪還」
中国のﾊﾟｿｺﾝ大手、ﾚﾉﾎﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが8日発表した2018年7～9月期連結決算は純利益が前年同期比
21%増の1億6800万㌦（約190憶円）だった。ﾚﾉﾎﾞが過半出資する富士通とのﾊﾟｿｺﾝの事業統合会社
が加わり、ﾊﾟｿｺﾝの出荷台数首位の米HPから奪還したことが業績を押し上げた。
・売上高は14%増、主力のﾊﾟｿｺﾝ事業は18%増。北米での販売が伸びた。

＊工作機械23ヵ月ぶり減…10月受注、中国向け失速
日本工作機械工業会（東京・港）が12日発表した10月の工作機械受注額は前年同月比1.1%減の
1391億７千万円で、単月として2016年11月以来、23か月ぶりにﾏｲﾅｽとなった。中国向けが失速した
のが主因とみられる。内需が1.1%増の578､4億円とﾌﾟﾗｽを維持したが外需が2.5%減の818､3億円と
減少した。工作機械は好不調の目安とされる1000億円の受注額を大きく上回る1500億円前後の受
注を続けてきたが、活況が一段落した。
・先行きについて業界では「中国が底割れすることはない」（ﾂｶﾞﾐの西嶋尚生社長）DMG森精機の森
雅彦社長も「潜在的な需要の底堅さ」を指摘している。



2018/11/13 経済

2018/11/13 経済

2018/11/14 経済

2018/11/14 医薬

2018/11/14 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ等）

2018/11/15 経済

2018/11/15 経済 ＊米議会諮問機関の対中報告書のﾎﾟｲﾝﾄ
〇経済
　・多国間枠組みでは中国の不正な商慣行を十分に是正できない
　・外資企業は中国の報復を恐れ知的財産権保護を主張しにくい
　・中国は国家主導でIOT関連開発。米企業や個人の情報流出も
　・中国がﾊｲﾃｸ分野の国際標準で主導権握れば安保ﾘｽｸに
〇安全保障
　・中国軍は2035年までにｲﾝﾄﾞ洋や太平洋の全域で米軍に対抗へ
　・一帯一路を名目に整備した港湾は中国の軍事拠点にもなる
　・米政権は台湾の自己防衛に役立つ軍事協力をすべき
　・北朝鮮の非核化は最優先でない。米韓の結束にくさびも

＊中国、消費落ち込み…小売り売上高、10月伸び最低
〇中国では景気対策でｲﾝﾌﾗ投資が増え始めた。
　　　　　　　　　　　　9月　　　　　　　　10月
　　固定資産投資　5.4%　➚　5.7%　景気対策でｲﾝﾌﾗ投資の伸びが反転上昇
　　工業生産　　　　5.8%　➚　5.9%　鉄鋼やｾﾒﾝﾄ好調。環境規制の緩和押し上げ
　　輸出　　　　　　 14.5%  ➚ 15.6% 香港向けが急増、追加関税前の駆け引きも
　　小売売上高　　　9.2%　➘　8.6%　実質伸び率5.6%で過去最低、車など不振

＊鴻海、営業益68%増…7～9月5四半期ぶり　反動増で
台湾の鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業が13日に発表した2018年7～9月期連結決算は、本業の稼ぐ力を示す
営業利益が前年同期比68%増の313億台湾㌦だった。前年同期の業績が悪かった反動の側面が大
きく利益水準は市場予想には届かなかった。
・鴻海は人件費の低い中国でiPhoneなどを安く大量に生産するﾓﾃﾞﾙで成長した。ただ直近では人件
費高騰に直面するほかiPhoneも伸びが鈍化。郭台銘（ﾃﾘｰ・ｺﾞｳ）董事長は「2～3年は転換に向けた
過渡期になる」と語る。

＊ｲﾝﾄﾞ地下鉄網　急拡大…沿線・駅ビル開発進める「ﾃﾞﾘｰ、東京抜き4位」
ｲﾝﾄﾞ各地で地下鉄の新規開通や延伸が相次いでいる。首都を走るﾃﾞﾘｰ・ﾒﾄﾛは営業距離が314㎞と
既に東京を越えた。年内にも世界第4位のﾆｭｰﾖｰｸと肩を並べる。地下鉄網整備は交通渋滞や排ｶﾞ
ｽの改善につながるうえ、沿線の商業・宅地開発で新たな商機も生み出す。新興国でありがちな無
秩序な開発と一線を画した都市づくりが進みそうだ。
・世界有数の車過密都市「地下鉄で渋滞・排ｶﾞｽ改善」－ﾊﾟﾘやﾆｭｰﾖｰｸなど先進国の一部大都市で
はﾗｲﾄﾞｼｪｱの普及などで地下鉄利用の減少傾向がみられるが新興国では渋滞改善や排ｶﾞｽ削減を
目的に地下鉄整備が不可欠になっている。

＊武田、新株４兆円議案に…ｼｬｲｱｰ買収で　来月5日に臨時総会
武田薬品工業は12日、ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ製薬大手ｼｬｲｱｰ買収の是非を問う臨時株主総会を12月5日に大阪
市で開くことを正式に発表した。早ければ2019年1月8日に買収が完了し、売上高3兆円超の製薬会
社が誕生する見通しだ。買収に反対する一部株主もいるが、機関投資家など9割近い賛成票を集め
るとみられる。課題は３つ。
①買収後の財務健全化の維持＝買収後の有利子負債は巨額になる（5兆円）。ｸﾘｽﾄﾌ･ｳｪﾊﾞｰ社長
は「財務は速やかに改善すると」説明する。
②株価の引き上げ＝3月下旬から2割近く下がっている。様子見の投資家も多い。
③最大の課題は買収後の統合作業＝M&Aの成否を決めるのは買収後の経営だ。新会社の戦略を
具体的に素早く実現できるのか、世界中が注目している。人材流出の可能性も指摘されている。

＊中国　ﾈｯﾄ通販膨張…「独身の日」ｱﾘﾊﾞﾊﾞ取扱高3.5兆円
中国でｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販の膨張が止まらない。11日の大規模ｾｰﾙ「独身の日」ではﾈｯﾄ通販最大手のｱ
ﾘﾊﾞﾊﾞ集団は過去最高の取扱高2135億元（約3兆5千億円）を記録。ﾈｯﾄ通販はｽｰﾊﾟｰなどの実店舗
を浸食しており、個人消費の動向を示す小売売上高に占める割合は2割に達した。消費構造が変化
する中、実店舗と連携して生き残りを模索する動きも広がる。
・輸入商品の国別売れ筋ﾗﾝｷﾝｸﾞでは日本が米国を抑え1位に。おむつや、化粧品などが人気とい
う。

＊ﾛｰﾄ、次は再生医療…まず肝硬変治療薬に挑む
ﾛｰﾄ製薬が再生医療を新たな経営の柱に育てる戦略を進めている。まず肝硬変の治療薬の開発に
乗り出し、さらに心疾患や肺疾患など複数分野でも実用化を目指す。足元では目薬と化粧品の好調
を受け、2019年3月期は過去最高益となる見通し。両事業で稼いだ利益を再生医療に投資し、ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽﾓﾃﾞﾙの転換を図る。
・目薬で培った無菌環境下での製造ﾉｳﾊｳや化粧品で培った細胞を取り扱う知見を生かせる判断。
治療方法が確立されてない肝硬変を選ぶ。
・19年3月期の連結純利益の見通しが43%増の133億円。ﾛｰﾄの山田邦雄会長兼社長は「5年、10年
で再生医療を大きくしたい」と意気込む。
・目薬から化粧品、そして再生医療。19年2月に創業120年を迎える関西の老舗企業はその姿を再
び変えつつある。



2018/11/15 経済

2018/11/15 経済

2018/11/15 社会
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2018/11/15 経済

2018/11/15 医薬

2018/11/15 経済

2018/11/16 東南ｱｼﾞｱ

＊大塚HD、一転減益…今期最終11%減　新薬開発中止響く
大塚HDは14日、2018年12月期の連結純利益が前期比11%減の1000億円になりそうだと発表した。8
月に2%増に引き上げた従来予想を、150億円引き下げて一転減益になる。新薬候補の臨床実験に
関して、減損損失を計上する。
・急性骨髄性白血病の患者対象に、治療効果を確かめる最終段階の治験に入っていたが、主要な
評価が基準に達せず中止に決めた。

＊ｻﾑｽﾝﾊﾞｲｵ　粉飾認定…事業継承へ価値誇張か「李在鎔氏支配に逆風」
韓国金融当局は14日、ｻﾑｽﾝｸﾞﾙｰﾌﾟのﾊﾞｲｵ会社の会計処理に不正があったと認定した。同社株を
当面、売買停止とする。問題の会計処理は李在鎔（ｲ･ｼﾞｪﾖﾝ）ｻﾑｽﾝ電子副会長の支配力が強まる
ようにｸﾞﾙｰﾌﾟを再編するためだったとの見方がある。合併の正当性や李氏による指導への逆風とな
り、経営継承をめぐる論議が再び強まる可能性がある。
・ﾎﾟｽﾄ半導体、医薬に痛手＝韓国ｻﾑｽﾝｸﾞﾙｰﾌﾟはﾊﾞｲｵ医薬を将来の経営の柱となる成長事業と位
置付けてきた。その中核のｻﾑｽﾝﾊﾞｲｵﾛｼﾞｸｽは自社工場の大型投資が一服。今後は成功すればよ
り高い収益を期待できる新薬開発を強化する方針とみられたなかで粉飾の認定は痛手だ。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの空、再編…規模拡大、首位に対抗（2位ｶﾙｰﾀ、3位吸収）
ｶﾞﾙｰﾀﾞ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ航空は14日、通貨安で業績が悪化していた国内3位ｽﾘｳｨｼﾞｬﾔ航空と運航を一体
化すると発表した。経営幹部を派遣し、買収を視野に入れる。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ航空とｶﾞﾙｰﾀﾞの2陣営に集約
される。各社は通貨ﾙﾋﾟｱの下落が逆風となっており、ｶﾞﾙｰﾀﾞは規模拡大でﾗｲｵﾝに対抗する。
・航空機燃料の多くは輸入に頼っているため、通貨下落が航空機会社の経営を直撃。全ｺｽﾄの3～4
割が燃料費で、空港離着陸料も㌦払い。通貨安に弱い構造

＊台湾IT、売上高13.6%増…10月最高　iPhone鈍る懸念
世界のIT景気を占う台湾の主要19社の2018年10月の売上高を集計したところ、合計額は前年同月
に比べ13.6%増え、金額は単月の過去最高を更新した。鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業など米ｱｯﾌﾟﾙの新型ｽ
ﾏﾎの組み立てや部品供給を担う企業が好調だった。ただiPhoneの最新機種「XR」の販売が伸び
ず、勢いが鈍る懸念も出ている。
・台湾には世界IT大手の生産を担う企業が集積し月次売上高はIT景気を占う指標として内外の投
資家が注目する。売上高合計は1兆3211台湾㌦（約4兆8500億円）と、17年12月以来10ヵ月ぶりに
過去最高を更新。19社のうち12社が増収。

＊中国「全球化」曲がり角…製造強国への道　視界不良
米ｱｯﾌﾟﾙのﾜｲﾔﾚｽｲﾔﾎﾝを生産する中国の電子機器大手、歌爾声学（ｺﾞｰﾃｯｸ）。創業地の山東省濰
坊市に10月、衝撃が走った。生産の一部がﾍﾞﾄﾅﾑに移すと伝わったためだ。米消費者の反発を懸念
して、対象ﾘｽﾄから外れたのだが。「決め手ではないが背中を押された」と語った。
・世界から部品を輸入し、中国で組み立てて再び輸出する。中国語でｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化を意味する「全球
化」は、米国など先進国の知的財産と中国の安い労働力の組み合わせによる成長ﾓﾃﾞﾙだ。
・対中通商政策は米国で党派を超えた支持を集めており、早期の制裁解除は見込みにくい。
・ﾗｲﾄﾊｲｻﾞｰ米通商代表部（USTR)代表ら対中強硬派は米国の知的財産を守るためｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝから
中国を切り離す「ﾃﾞｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ」に度々言及する。二大経済大国の綱引きはｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の波に乗って
きた企業を翻弄している。

＊中国ｹﾞｰﾑ　統制の逆風…ﾃﾝｾﾝﾄ時価総額4割減
中国でｽﾏﾎ向けｹﾞｰﾑの規制が強まり業界に逆風が吹いている。3月から新作ｹﾞｰﾑ発売の認可が止
まり、ｹﾞｰﾑ事業が主力のﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ大手、ﾃﾝｾﾝﾄの展望を株式市場は不安視。同社が14日発表し
た7～9月期決算は2期ぶりに最終増益だったが、3月から時価総額は約4割減った。ﾈｯﾄ空間の統制
を進める当局に経営が左右される事態が続く。

＊15秒動画・企業価値8.5兆円・・・「TikTok」の中国ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ（ﾕﾆｺｰﾝで首位）
動画投稿ｱﾌﾟﾘなど運営する中国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業の北京字節跳動科技（ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ）が躍進してい
る。11月にｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟが出資し、企業価値は750億㌦（約8兆5千億円）に上昇した。非上場で企
業価値10億㌦超の「ﾕﾆｺｰﾝ」で世界最大となった。
1年半で約7倍に跳ね上がった。
・特徴は＝15秒間に音楽やｾﾘﾌに合わせた「口ﾊﾟｸ」やﾀﾞﾝｽ動画を投稿。若者
　中心。AI技術を使い、閲覧者の好みに応じて動画を変えていけるのも特徴。

＊「三国志」海賊版、差し止め…ｺｰｴｰ、中国企業に勝訴
ｹﾞｰﾑ大手のｺｰｴｰﾃｸﾓｹﾞｰﾑｽが、同社の人気ｹﾞｰﾑ「三国志」などの海賊版を配信していた中国企業
を著作権侵害で訴えた現地の裁判で勝訴した。北京三鼎夢軟件服務（北京市）に配信の差し止めと
損害賠償の支払いが確定した。中国の著作権侵害に悩む日本企業にとって追い風となるか注目さ
れる。実は訴訟に当たっては事務的な負担も重く、費用が損害賠償額を上回っている。
⦿中国の知財訴訟激増「昨年20万件、制度整う」＝ｺｰｴｰﾃｸﾓｹﾞｰﾑｽが訴えたのをはじめとして、中
国は現在「知財訴訟大国」となっている。2017年の知財関連の民事訴訟の提訴件数は16年比47%増
の20万件、日本とはけた違い。
　　中国政府が米国など海外からの知財保護の圧力をかわすだけでなく「自国の
　　知的財産を保護し、産業を育成する姿勢がある」（小野寺良文弁護士）との
　　見方が多い。中国に詳しい弁護士は「中国政府の姿勢が反映」と推測。
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＊樹脂・鋼材、ｱｼﾞｱで下落…中国での家電・車不振響く
米中貿易摩擦を受け、石油化学製品や鉄鋼など産業資材の取引価格がｱｼﾞｱで下がり始めた。主
に家電に使う合成樹脂が値下がりしたほか、高騰が続いた薄鋼板も軟調だ。中国で家電や自動車
の販売が減り、原材料の需要が減少。これまで価格を下支えしてきた原油相場も下落。ｱｼﾞｱ市況の
悪化が鮮明になれば、日本の取引価格を下押ししそうだ。
・掃除機や扇風機など内外装に使うABS樹脂。中国は世界需要の約5割を占め、　加工した家電を
米国に輸出。対中関税に家電が含まれたことから需要減
・「来年には世界景気の減速や駆け込み需要の反動により、産業資材の価格に下押し圧力が強ま
るのでは」と指摘（伊藤忠研究所の武田淳ﾁｰﾌｴｺﾉﾐｽﾄ）。

＊がん免疫薬「やめどき」研究…ｵﾎﾟｼﾞｰﾎﾞ過剰投与省く狙い
国立がんｾﾝﾀｰなど全国の約40病院は、肺がん患者にがん免疫薬「ｵﾎﾟｼﾞｰﾎﾞ」を使うのをやめるﾀｲﾐ
ﾝｸﾞを探る研究に乗り出す。投薬の効果や副作用が続く期間を調べる日本初の臨床研究を2019年3
月にも開始。ｵﾎﾟｼﾞｰﾎﾞは一部の患者に大きな効果をもたらすが、高額な費用が問題になっている。
集まったﾃﾞｰﾀを基に過剰な投薬を省けば医療費を抑え、無駄な副作用も避けられるとみている。

＊ﾀﾞｲｷﾝ　一部の確認業務　自動化
ﾀﾞｲｷﾝ工業は2020年までに間接業務を3割削減する計画だ。製品ｶﾀﾛｸﾞの文言などの確認を自動化
したほか、会社のﾛｺﾞやｷｬﾗｸﾀｰの画像がｳｪﾌﾞ上で無断使用されていないかを画像検索でﾁｪｯｸする
ようにした。工場の生産計画も自動でつくる。空調設備の受注情報と、どの順番で生産すれば効率
化が高まるか工場の情報を掛け合わせ、最適な計画を練り上げる。現在、自動化の対象としている
30以上の業務ﾌﾟﾛｾｽでは作業工数を平均で80%削減できた。より付加価値の高い業務に経営資源
を振り向ける。

＊武田、社債9600憶円発行…ﾕｰﾛ建て　ｼｬｲｱｰ買収に充当
武田薬品工業は16日、総額75億ﾕｰﾛ（約9600億円）のﾕｰﾛ建て普通社債の発行条件を決め、合わ
せて米㌦建ての社債も発行すると発表した。調達する資金はｱｲﾙﾗﾝﾄﾞの製薬大手ｼｬｲｱｰの買収資
金に充てる。金融機関と短期のつなぎ融資契約を結んでいるが、社債発行により長期資金に置き換
えて財務を安定させる。
・12月5日に臨時総会が開かれる。早ければ来年1月8日にも買収が完了する。

＊EV中国勢　国策ﾃｺ先行…外資に後発強いる「新規制1月開始」
中国で電気自動車（EV)などの製造販売を義務付ける新規制の導入が2019年1月に迫る。16日開幕
した「広州ﾓｰﾀｰｼｮｳ」では、地元の中国や日本、欧米各社が相次ぎ新型EVの投入を打ち出した。世
界最大の自動車市場を舞台に始まるEV転換だが、政府の習いは自国産業の育成だ。海外勢はｽ
ﾀｰﾄﾗｲﾝの後ろから追いかける。
・新規制　自国技術の底上げ狙う＝中国で年間3万台以上を生産・輸入するﾒｰｶｰが対象で中国で
のｴﾝｼﾞﾝ車の生産や輸入量に応じて、NEV（新・ｴﾈﾙｷﾞｰ・ﾋﾞｰｸﾙ）の生産実績で付与される「ｸﾚｼﾞｯﾄ」
を獲得しなければならない。不足分は目標を達成した他社から購入する必要がある。「ｸﾚｼﾞｯﾄ」は19
年に10%、20年は12%必要

＊ｶﾞｿﾘﾝ、ｱｼﾞｱで下落…中国輸出増、日本にも波及
ｱｼﾞｱの輸出市場でｶﾞｿﾘﾝ価格が下落した。夏場まで上げていたものの精製能力が増えた中国の輸
出が膨らみ、10月以降の下げが目立つ。米国の需要減で欧州からも流入しているもようだ。海外安
で韓国製ｶﾞｿﾘﾝの日本向け価格は１ヵ月で15%下落。日本製との価格差は夏場の2倍に広がった。輸
入が増えれば国内のｶﾞｿﾘﾝ価格が下がる可能性がある。
・経済成長で2010年ごろから年率5%前後のﾍﾟｰｽで精製能力が増加している。生産が内需を上回り、
中国では生産するｶﾞｿﾘﾝの1割程度が余剰との試算。
・商社、春先から輸入増＝18年１月から直近9月までのｶﾞｿﾘﾝ輸入量は約151万㎘と前年の2.5倍超。

＊印石油大手　通信の雄へ…無印など小売りも力
ｲﾝﾄﾞ大手財閥で、石油関連を中核事業としてきたﾘﾗｲｱﾝｽ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ（RIL)が急速に変貌してい
る。2年前に始めた携帯電話事業で躍進したのに続き、固定のﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ通信への参入やCATVの
買収で通信・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ事業を拡大している。良品計画と組む「無印良品」の出店などで小売業も伸ば
す。ﾈｯﾄ利用や消費が勢いづくｲﾝﾄﾞ経済の変化を先取りする。
・RILは10月、ﾃﾞﾝ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽとﾊｽｳｪｰ・ｹｰﾌﾞﾙ・ｱﾝﾄﾞﾃﾞｰﾀｺﾑを計523億ﾙﾋﾞｰ（800億円強）で買収。ﾃﾞﾝ
は433都市で1300万件のｲﾝﾄﾞ最大の顧客数を持つ。
・ｲﾝﾄﾞの消費は4～6月期は前年同期比9%増、好調な消費と積極出店を背景に小売事業の18年3月
期の売上高は約7千億ﾙﾋﾞｰと前の期の2倍になった。
・兄弟で分裂、雪解けーﾘﾗｲｱﾝｽ財閥は息子二人で事業を分ける、それが奏功
　　⦿兄ﾑｹｼｭ「ﾘﾗｲｱﾝｽ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ」→石油・ｶﾞｽ、繊維、小売り
　　⦿弟ｱﾆﾙ「ﾘﾗｲｱﾝｽ・ADA・ｸﾞﾙｰﾌﾟ」→通信、電力などｲﾝﾌﾗ、金融



2018/11/20 東南ｱｼﾞｱ

2018/11/20 経済

2018/11/20 経済

2018/11/21 東南ｱｼﾞｱ

2018/11/21 経済

2018/11/21 経済

2018/11/21 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ等）

2018/11/22 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ等）

2018/11/23 経済

＊中国、債務削減の誤算…人民銀総裁が「失敗」表明（民間にしわ寄せ）
中国人民銀行（中央銀行）の易網総裁が謝罪に追い込まれた。民間企業の資金繰り悪化を招いた
責任を認めたのだ。米国との貿易戦争で経済が減速するなか、債務削減を柱とする構造改革は棚
上げされそうだ。中国の官庁ﾄｯﾌﾟが政策失敗を表明するのは極めて異例だ。
・影の銀行の締め付けで、後ろ盾のない民間企業は干上がった。もともと、中国の銀行の融資は国
有企業に偏りがちで民間向けは4分1。影の銀行からの調達を断ち切られた民間企業は資金繰りに
窮し、過去最高となった7～9月期の社債債務不履行の4分の3を占めた。
・中国の銀行が民間に融通しないのは、ﾘｽｸの乏しい国有企業に融資しても厚い利ざやが確保でき
るからだ。貸し出しや預金の金利自由化は名ばかりで、地区ごとに業界団体が各行の金利を調整
する慣行が残る。金融自由化停滞のﾂｹが回ってきたのが問題の本質として浮かび上がる。

＊配車2強　入口へ着々…東南ｱｼﾞｱのﾈｯﾄ経済
東南ｱｼﾞｱの配車ｻｰﾋﾞｽ２強が現地のﾈｯﾄ経済の入り口に育ち始めた。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのｸﾞﾗﾌﾞはこのほ
ど、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの電子ﾏﾈｰ最大手ｵﾎﾞに出資した。日米中の大手企業から調達した資金を使い、ｽﾏﾎ
経由で多様なｻｰﾋﾞｽを一括提供する存在を目指す。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｺﾞｼﾞｪｯｸもｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業への出資を
加速しており、検索や通販の大手がﾈｯﾄの窓口役を果たす米国や中国とはちがった発展をとげつつ
ある。
＊ﾀｲ車生産、今年210万台に…国内好調で目標上げ
ﾀｲ工業連盟（FTI)は20日、自動車生産の2018年の年間目標を前年実績比６％増の210万台に引き
上げた。ｲﾝﾗｯｸ前政権が12年に導入した新車購入奨励策の「5年縛り」が解け、ﾀｲ国内では車の買
い替え需要が膨らんでいる。10月の生産台数も前年同月比21%増と好調で、5年ぶりの200万台越え
は確実となっている。

＊小米、400億円黒字・・・売上高、海外比率4割超す
中国ｽﾏﾎ大手、小米（ｼｬｵﾐ）が19日発表した2018年7月～9月期決算は、純損益が24億８千万元（約
400億円）だった。国内事業は伸び悩んだが、ｲﾝﾄﾞやｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、西欧での販売が好調で売上高に占
める海外比率が4割を突破し、前年同期の109億9千万元の赤字から黒字に転換した。
・小米によると、ｽﾏﾎの出荷台数ｼｪｱはｲﾝﾄﾞで1位、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで2位、西欧で4位になるなど30ヵ国・地
域で上位5位だ。

＊ﾀｲ、3.3%成長に減速　7～9月
ﾀｲの2018年７～9月期のGDPは物価変動の影響を除く実質ﾍﾞｰｽで前年同期比3.3%増だった。米中
貿易戦争のあおりでﾀｲ経済の屋台骨である輸出に逆風が吹き、4～6月期の4.6%増から減速した。
国家経済社会開発委員会（NESDB）のｳｨﾁｬﾔﾕｯﾄ副長官は「9月に米国が発動した対中制裁関税の
影響で、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰや自動車部品などの輸出が大きく減少した」と説明。ﾎﾞｰﾄ転覆事故で中国からの
観光客離れが進んだが、来年は客足が戻るとみる。内需は力強い、個人消費の伸びは5%、民間投
資は3.9%、いずれも17年通年の水準を上回った。

＊習氏、自由貿易区立て直し…米中摩擦長期化に備え
中国政府が金融や貿易などの規制緩和を進める「自由貿易試験区（自貿区）」の立て直しに動いて
いる。規制緩和が十分に進んでいないと判断、習近平国家主席が自ら制度の拡充へ旗を振りだし
た。南部の海南省にも最大規模の自貿区をこのほど新設した。米国との貿易戦争の長期化が見込
まれるなか、外資誘致につなげる狙いだが、環境改善がはかどるかは不透明もある。

＊「１時間内」つながる経済圏…広東・香港・ﾏｶｵ一体化「商機狙う企業」
中国経済の改革開放の象徴とされる南部の街、広東省深圳市。その深圳を抱える広東省と香港、ﾏ
ｶｵの一体化が今、国家戦略で急速に進む。9月に香港と広東省広州を結ぶ高速鉄道が開通し、10
月に香港、ﾏｶｵ、広東省珠海の3地域が海上橋でつながった。域内総生産（GDP)で韓国やｵｰｽﾄﾗﾘｱ
をしのぐ巨大な経済圏が生まれ、移動も１時間以内でできるようになった。企業も厚い視線を送る。
・これまで香港やﾏｶｵには高度な自治を保障する「一国二制度」の観点からもｲﾝﾌﾗ整備が進まず、
隣接する中国本土の広東とは近くて、遠い関係にあった。

＊ｲﾝﾄﾞでｱﾙｺｰﾙ需要増…飲酒に厳格も、消費変化
ｲﾝﾄﾞでｱﾙｺｰﾙの需要が増えている。1人あたりの消費量が過去10年で2倍超に増加した。酒を売ら
ない日「ﾄﾞﾗｲﾃﾞｰ」があったり、酒類販売を禁止する州があったりと飲酒寛容でないお国柄だが、消費
行動は変化している。若い世代の価値観の変化や経済成長が理由とみられる。
・ｲﾝﾄﾞはｲｽﾗﾑ教徒が国民の14%。西部ｸﾞｼﾞｬﾗｰﾄ州など酒類の販売を禁じている地方もある。「少しは
だけどたまに飲むよ」というｲｽﾗﾑ教徒も少なくない。
・人気があるのはｳｲｽｷｰを中心とする蒸留酒。需要全体の約92%が蒸留酒。
・ﾋﾞｰﾙは需要全体の約8%、ﾜｲﾝは1%未満にとどまるが、商品の選択肢は広がってきた。海外ﾒｰｶｰも
注目する新たな市場への期待が膨らむ。

＊ﾃﾞｼﾞﾀﾙ広告　買収合戦…世界ｼｪｱ拡大の足場
広告大手がｱｼﾞｱでM&Aを競っている。電通は過去5年でｲﾝﾄﾞの9社を買収し、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ広告で印首位
に浮上。世界最大手の英WPPも印ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業の買収などで対抗する。ｱｼﾞｱの広告市場はﾃﾚﾋﾞ
や印刷媒体が過半を占めていたが、ｽﾏﾎ向けなどのﾃﾞｼﾞﾀﾙ広告が急成長している。ｱｼﾞｱの新興国
企業の取り組み次第で、世界の広告業界の勢力図が塗り替わる可能性がある。



2018/11/23 経済

2018/11/23 経済

2018/11/26 企業D

2018/11/27 企業D

2018/11/27 経済

2018/11/27 経済

2018/11/27 経済

＊中国ﾕﾆｺｰﾝ　上場後は苦戦…値引きなど費用膨張「増収でも損益悪化」
中国で企業価値が10億㌦（約1100億円）を越えるﾕﾆｺｰﾝとして注目され、2018年に株式公開を果た
した有力企業の損益悪化が目立つ。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販の拼多多など8社が18年7～9月期にそろって増
収になる一方、前年同期と比べた営業損益は6社で悪化した。急成長を遂げながらも先行企業や後
発企業との競合が激しく、顧客を維持・拡大するための販促費や投資の拡大を迫られている。

＊ＬＩＮＥ・ﾃﾝｾﾝﾄ提携「訪日中国人向けｽﾏﾎ決済」…ﾔﾌｰ・ｱﾘﾊﾞﾊﾞに対抗
ＬＩＮＥは中国ﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ大手の騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）と提携し、2019年から訪日中国人客にｽﾏﾎ決済
ｻｰﾋﾞｽを提供する。小売りや外食の店舗に専用端末を置けば「微信支付（ｳｨｰﾁｬｯﾄﾍﾟｲ）を使える。
訪日客を呼び込みたい中小店舗の囲い込みが狙い。ﾔﾌｰなどがｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団と提携しており、店舗
開拓に向けた陣営作りが進んでいる。21年7月まで、専用端末の決済手数料を無料にして普及を目
指す。
・日本政府観光局によると中国から17年の訪日客数は735万人で3年前の3倍に増えた。中小の小
売り、外食店はｽﾏﾎ決済が十分に取りこめていない。

＊工作機械、対中輸出36%減…日工会会長「明らかに調整局面」
日本工作機械工業会（日工会、東京・港）が22日発表した10月の工作機械受注額（確報値）による
と、中国向け輸出が前年同月比36.5%減と8ヵ月連続の減少となった。中国向けの落ち込みを内需や
欧米向けの伸びで補えなくなり、全体でも同0.7%減と23か月ぶりに前年割れに転じた。日工会の飯
村幸生会長は「中国の市場環境の悪化が顕著になっており、不振だった2015～16年の水準に落ち
込んでいる」と述べる。
・日米欧中の主要4極では中国だけが落ち込んでおり、全体の足を引っ張る構図になっている。今後
も米中摩擦など政治的要素が絡むだけに見通しが難しい。

＊５Ｇ覇権争い「中国、欧米を猛追」…米は中国企業締め出し
通信機器大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）や中興通訊（ＺＴＥ）などの中国企業が、次世代通信規格「５Ｇ」
技術の普及で攻勢を強めている。ﾌｧｰｳｪｲは既に世界66か国に150社以上と実証実験を進め、来年
に５Ｇ対応のｽﾏﾎを発売する。警戒感を強める米国は同盟国に中国技術の不使用を求め、対抗策
に打って出ている。ただ、５Ｇに優位な通信規格と低価格品を武器に覇権争いで優位に立つ狙い
だ。
・世界各国、厳しい判断・・中国の通信機器ﾒｰｶｰに対する警戒は、米国と豪州だけでなく世界に広
がりを見せる。ﾌｧｰｳｪｲ製品の使用を控えてほしいーー。米紙報道によると、米国は日本やドイツ、ｲ
ﾀﾘｱなどの友好国の政府や通信業界の関係者にそう要請したという。中国側への情報漏洩を問題
視するためだ。
・日本も米国からの同盟国への排除要請は重みを増していると言われている。

＊中国農機減速「ｸﾎﾞﾀに誤算」…「黄金の10年終わった」
ｸﾎﾞﾀが中国農機市場の減速に直面している。10年続いた右肩上がりの成長が止まり、当面は回復
が期待しにくい。畑作農機で世界に打って出ようとするｸﾎﾞﾀにとって主要市場の一つである中国の
変調は誤算だ。「中国の農機市場は黄金の10年が終わった」。ｸﾎﾞﾀで財務を担当する木村茂取締
役は今年夏に中国を訪問した際に、農機市場の急減速を目の当たりにした。「賃刈り屋」と呼ばれる
専門業者同士の競争が激化して農機販売に急ﾌﾞﾚｰｷがかかった。

＊欧州冷蔵庫大手を買収…ﾀﾞｲｷﾝ、1000億円　空調に次ぐ柱に
ﾀﾞｲｷﾝは、欧州の業務用冷蔵庫ﾒｰｶｰ大手、ＡＨＴｸｰﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑｽﾞ（ｵｰｽﾄﾘｱ）を買収する。英国の投
資ﾌｧﾝﾄﾞから全株式を1000億円強で取得する。ＡＨＴ（売上高50億円～600億円）の顧客基盤とﾀﾞｲｷﾝ
の空調技術を組み合わせた事業を展開する狙い。先進国の空調市場が成熟するなか、冷蔵機事
業を新たな柱に育てる。
・ﾀﾞｲｷﾝの冷蔵機事業は今回の買収で約3倍の1000億円規模に増え、世界大手の一角に躍り出る。
・一台の室外機で空調と冷蔵機を制御する省ｴﾈｻｰﾋﾞｽを提案しｼｪｱ拡大を図る。

＊ﾀﾞｲｷﾝ、脱空調依存…冷蔵機1100億円で買収「保守、次の柱に」
社内では「新興国を中心にｴｱｺﾝを売るだけでまだ成長できる」という声がある一方、先進国では大
手ｴｱｺﾝの単品売りから、その後の保守ｻｰﾋﾞｽに着々とｼﾌﾄしている。構造変化への対応を迫られて
いる。例えば北米市場では業務用空調大手の米ｷｬﾘｱなどは全体の6～7割をｻｰﾋﾞｽ事業で稼ぐ。ﾀﾞ
ｲｷﾝは3割。
・今回買収するＡＨＴは遠隔の故障診断保守ｻｰﾋﾞｽ分野にたけている。迅速な保守ｻｰﾋﾞｽのﾉｳﾊｳを
取り込むのが狙いだ。
・十河社長があいさつで「『ゆでｶﾞｴﾙ』の逸話を引いた。ｶｴﾙを水に入れて加熱すると温度上昇に気
づかずにいつの間にか死んでしまうーー。生き残るためには「環境変化を先どりする必要がある」
（十河社長）。



2018/11/27 医薬

2018/11/28 経済

2018/11/28 東南ｱｼﾞｱ

2018/11/28 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ等）

2018/11/28 経済

2018/11/29 経済

2018/11/30 経済

2018/11/30 東南ｱｼﾞｱ

＊中国、動画ｱﾌﾟﾘ広告急増…ＴｉｋＴｏｋに投稿風広告
中国でｽﾏﾎ向け動画ｱﾌﾟﾘに広告を出稿する企業が急増している。2018年の広告費は1兆円を突破
する見通しで、13年実績比5倍となる。最近人気の「TikTok（ﾃｨｯｸﾄｯｸ）」など動画投稿ｱﾌﾟﾘの利用者
の大半が若者で、対象を絞りやすく、広告効果を高めやすいためだ。実際、今年のﾋｯﾄ商品の多くは
動画ｱﾌﾟﾘから生まれた。企業の関心はさらに高まりそうだ。
・18年に中国で人気となった商品はほぼ「TikTok発」だ。

＊武田、資産売却最大1.1兆円…CFO「負債削減を前倒し」
武田薬品工業は12月5日、ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ製薬大手ｼｬｲｱｰの買収の是非を問う臨時株主総会を開く。武
田のｺｽﾀ･ｻﾙｳｺｽ最高財務責任者（CFO)は日経新聞の取材に応じ、総会での承認に自信を示すと
ともに、統合後は最大100億㌦（約1兆1千億円）規模の資産売却で「有利子負債の削減を前倒しで
きる」と語った。ｼｬｲｱｰの収益力を取込み欧米大手の利益率に追いつきたい考えだ。

＊ﾀｲ　鉄道先進国へ玄関口「ﾊﾞﾝｺｸに東南ｱ最大駅」…高速鉄道を整備
ﾀｲが首都ﾊﾞﾝｺｸで東南ｱｼﾞｱ最大の鉄道ﾀｰﾐﾅﾙを建設している。各地に延びる高速鉄道と都市鉄道
を集約し、１千万人都市の玄関口とする。ﾀｲ政府は3兆円を超える巨費を投じてﾀｲ国内を結ぶ高速
鉄道を整備する。自動車に偏重した交通ｲﾝﾌﾗから環境に優しい鉄道にﾋﾄやﾓﾉの流れを移す。
・同ﾀｰﾐﾅﾙはﾀｲが東南ｱｼﾞｱの鉄道先進国に生まれ変わる拠点になる。

＊ﾏﾚｰｼｱ　ﾌﾟﾛﾄﾝ再生、吉利頼み…低迷ｼｪｱ　回復目指す
ﾏﾚｰｼｱの国民車ﾒｰｶｰ、ﾌﾟﾛﾄﾝが中国民営大手の吉利汽車が開発・生産した自動車を12月に売り出
す。ﾋｯﾄ車が出せずに経営難に陥ったﾌﾟﾛﾄﾝは2017年に吉利親会社から49.9%の出資を受け入れた。
発売する車は自動ﾌﾞﾚｰｷなどを装備する一方、価格は日本勢に比べ大幅に安く抑える見込み。ﾏﾊ
ﾃｨｰﾙ首相の肝煎りで設立したﾌﾟﾛﾄﾝは、中国で急成長した吉利の力を借り、再生を狙う。
・吉利の狙いは日系ﾌﾞﾗﾝﾄﾞが8割を握る東南ｱｼﾞｱ市場の攻略をﾌﾟﾛﾄﾝに賭ける。

＊ﾄﾗﾝﾌﾟ関税　米に跳ね返る…原料高　製造業を圧迫
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権の高関税政策が米企業に重荷として跳ね返る構図が鮮明になってきた。ＧＭが北米の
5工場の生産を2019年をﾒﾄﾞに停止すると発表。
・中国から年約29億㌦の部品や素材を購入しているＧＥは対中制裁関税が「年間で3億～4億㌦のｺ
ｽﾄ増になる」と明らかにした。さらなる高関税は、背中合わせの米経済変調ﾘｽｸを格段に高める。
・ﾃｽﾗ、中国販売7割減・・10月のﾃｽﾗの販売台数は70%減の211台だった。ﾃｽﾗは7月にｾﾀﾞﾝと多目
的ｽﾎﾟｰﾂ車の中国価格を約2割引き上げた。今月は12～26%販売価格を引き下げた。

＊ｲﾝﾄﾞが融資検討…ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞの対中債務削減（最大10億㌦）
中国への債務負担に苦しむｲﾝﾄﾞ洋の島国ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞに対し、ｲﾝﾄﾞが融資を検討していることが27日ま
でに分かった。ﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞの対中債務は約30億㌦（約3400億円）とされるが、ｲﾝﾄﾞは最大10億㌦を低融
資する方向。ｲﾝﾄﾞはﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞが対中接近をやめ、ｲﾝﾄﾞ軍関係者の常駐など防衛協力を認めることを
融資の条件として提示し、交渉している。ｲﾝﾄﾞはﾓﾙﾃﾞｨﾌﾞの「財政や予算的安定などを確実にする支
援を保証する」。

＊新薬まず米投入　遺伝子治療薬も…田辺三菱・三津家社長に聞く
ニッチな分野で特徴がある新薬を米国市場に優先的に投入し米国発で世界市場に展開する態勢を
構築する。下記が今後の戦略だ。
・米欧市場の売上収益（売上高に相当）は2024年3月期に今の4倍以上の2000億円規模にする。
・米国にｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ本社のような機能を作る。
・発売目前の薬を企業ごと買うのではなく、自社で生み出していくのが明確な方針
・一度やめていた遺伝子治療薬にも再参入したい。

＊武田のｼｬｲｱｰ買収…創業家元会長が「反対」
武田薬品工業によるｱｲﾙﾗﾝﾄﾞの製薬大手ｼｬｲｱｰの買収に対し、同社の社長、会長を務めた武田国
男氏が反対を表明した。「医薬業界にはＭ＆Ａは必要だが、ｼｬｲｱｰの案件はﾘｽｸが高い」とｺﾒﾝﾄ。
「いろいろ分析、きちんと見極めた結果、賛成できないというのが自分の考えだ」と反対理由を説明
した。
・12月5日の臨時株主総会が焦点になる。


